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議第 4398号 

 建築基準法第 51条ただし書の規定による産業廃棄物処理施設の位置の指定 

 

 

建指第 1530号  

令和５年８月 24日  

 

 

 神奈川県都市計画審議会 

会 長  高 見 沢  実 殿 

 

 

神奈川県知事 黒 岩  祐 治       

 

 

建築基準法第 51条ただし書の規定による産業廃棄物処理施設の位置の指定 

について 

 

 このことについて、建築基準法第 51 条ただし書きの規定により、次のように

審議会に付議する。 
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産業廃棄物処理施設の位置の指定 

 

建築基準法第 51条ただし書の規定に基づき産業廃棄物処理施設の位置を次のように指定する。 

 

名 称 産業廃棄物処理施設 

位 置 愛川町中津字大塚下 6903番地１外１筆 

敷 地 面 積 3,163.53㎡ 

地域地区等 工業専用地域（建ぺい率 60％、容積率 200％） 

施

設

の

概

要 

構 造 鉄骨造２階建て 

主 要 用 途 産業廃棄物処理施設 

建 築 面 積  1,247.39㎡ 

延 べ 面 積  1,436.14㎡ 

処 理 内 容  廃プラスチックの破砕 

処 理 能 力 廃プラスチックの破砕施設 70.4ｔ／日（９時間稼動） 

対 象 地 区  主に南関東の事業者より排出される廃棄物を受け入れる。 

最終処理方法 
破砕された廃プラスチックは、再生利用可能なペレット等として再利用さ

れる。 

計 画 台 数  208台／日（搬出入計） 

申 請 者 
住所 東京都町田市小木曽１－34－６ 

氏名 株式会社三凌商事 代表取締役 赤石 賢治 

 

理 由： 本計画は、愛川町内の工業専用地域において、産業廃棄物である廃プラスチック類を

受け入れて破砕するため、産業廃棄物処理施設として建築基準法第 51条ただし書の規

定による許可を得ようとするものである。 

産業廃棄物処理施設の用途に供する建築物については、都市計画において敷地の位置

を決定しているものでなければならないが、本施設は、民間事業者が運営するものであ

り、都市施設として恒久性の担保が困難であることから、建築基準法第 51 条ただし書

の規定に基づき、神奈川県都市計画審議会の議を経ようとするものである。 
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議第4399号 

 藤沢都市計画事業及び鎌倉都市計画事業村岡・深沢地区土地区画整理事業の施行

規程及び事業計画に対する意見書（意見聴取） 

 

 

都整第1491号  

令和５年８月24日  

 

 

 神奈川県都市計画審議会 

会 長  高 見 沢  実 殿 

 

 

神奈川県知事 黒 岩  祐 治       

 

 

藤沢都市計画事業及び鎌倉都市計画事業村岡・深沢地区土地区画 

整理事業の施行規程及び事業計画に対する意見書について 

 

 

このことについて、土地区画整理法第71条の３第６項の規定により、次のように

審議会の意見を求める。 
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縦覧結果及び意見書提出状況の概要 

 

縦覧期間 

令和５年５月９日から 

令和５年５月22日まで２週間 

 

縦覧者総数 

34名 

 

意見書提出期間 

令和５年５月９日から 

令和５年６月５日まで４週間 

 

意見書総数 

５通（５名） 
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意見書原文（一部編集、清書済み） 

 

 提出された意見書原文については、左上に整理番号を加え、一部を清書

した。 

 なお、意見書を清書するにあたっては、明らかな誤字・脱字や句読点、

送り仮名の間違いについては修正し、住所・氏名・電話番号・地番が書か

れている部分は、個人情報保護のため黒塗りとした。 

 また、意見書はすべて意見書提出期間内に受理したものである。 

---------------------------------------------------------------------- 

（整理番号①） 

 

 

 

 

村岡新駅 

 

2023年5月14日 作成 

意見書 

 

・神奈川県藤沢市宮前     と神奈川県藤沢市宮前   の土地は、今ある土地の

すぐ近くに換地して下さい。 

・減歩は、減歩しても、上記２筆分を合わせて、90坪以上になるようにして下

さい。 

・納税猶予は、継続して下さい。 

 

---------------------------------------------------------------------- 

 

 



- 6 - 

 

（整理番号②） 

 

意見書               神奈川県知事様宛 

 

・村岡新駅の南口の広場が広すぎるので、見直しお願いします。 

・藤沢市宮前     の土地は、同じ場所に換地してください。 

・納税猶予が継続できるようにしてください。 

・藤沢市宮前     の土地は、減歩後90坪以上にしてください。 

・できれば広大地がつかえるように希望します。 

 

住  所  

氏  名  

電話番号  

事業計画の名称 藤沢都市計画事業及び鎌倉都市計画事業 

作成日 令和５年５月15日 

 

---------------------------------------------------------------------- 

 



（整理番号③）
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（整理番号④）
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（整理番号⑤）
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藤沢都市計画事業及び鎌倉都市計画事業 

村岡・深沢地区土地区画整理事業 

 

 

 

 

 

施行規程 

（ 案 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和   年  月  日 

独立行政法人都市再生機構 
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第１章 総則 

 

（この施行規程の目的） 

第１条 この施行規程は、令和４年３月１日藤沢市告示第357号で告示された藤沢都市計画事

業村岡・深沢地区土地区画整理事業及び令和４年３月１日鎌倉市告示第305号で告示された

鎌倉都市計画事業村岡・深沢地区土地区画整理事業の施行区域について、土地区画整理法

（昭和29年法律第119号。以下「法」という｡)第３条の２第１項の規定に基づき独立行政法

人都市再生機構（以下「機構」という。）が施行する土地区画整理事業に関し、法第71条

の３第２項において準用する法第53条第２項に掲げる事項その他必要な事項を定めること

を目的とする。 

 

（事業の名称） 

第２条 前条の土地区画整理事業の名称は、藤沢都市計画事業及び鎌倉都市計画事業村岡・深沢

地区土地区画整埋事業（以下「本事業」という。）という。 

 

（施行地区に含まれる地域及び工区の名称） 

第３条 本事業の施行地区を工区に分けるものとし、各工区の名称及び各工区に含まれる地域の

名称は、次表のとおりとする。 

工区の名称 工区に含まれる地域の名称 
村岡工区 藤沢市村岡東一丁目、村岡東二丁目、弥勒寺字後河内並びに宮前字後河内及

び字裏河内の各一部 
深沢工区 鎌倉市上町屋字山ノ根、寺分字藤塚、字陣出、字上陣出、字堅畑、字川向及

び字木ノ下、梶原字古川、字八町面、字外耕地、字内耕地及び字宮里、梶原
一丁目並びに常盤字下耕地の各一部 

 

（事業の範囲） 

第４条 本事業の範囲は、法第２条第１項及び第２項に規定する事業とする。 

 

（事務所の所在地） 

第５条 本事業を行うため、独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部事業推進部湘南

都市再生事務所を神奈川県鎌倉市大船一丁目25番35号に設置する。 

 

第２章 費用の負担 

 

（費用の負担） 

第６条 本事業に要する費用は、次の各号に定めるものを除き機構が負担する。 

 一 法第119条の２第１項の規定による地方公共団体の負担金 

 二 法第120条第１項の規定による公共施設管理者の負担金 

 三 補助金 

四 電線共同溝負担金 

五 その他負担金 

２ 前項の規定により機構が負担する費用に充てるため、法第96条第２項の規定に基づき、

保留地を定める。 
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第３章 土地区画整理審議会及び評価員 

 

（審議会の設置及び名称） 

第７条 法第71条の４第１項の規定に基づき土地区画整理審議会を工区ごとに設置する。 

２ 前項の土地区画整理審議会の名称は、藤沢都市計画事業村岡工区土地区画整理審議会（以

下「村岡工区審議会」という。）及び鎌倉都市計画事業深沢工区土地区画整理審議会（以

下「深沢工区審議会」という。）とする。 

 

（委員の定数） 

第８条 村岡工区審議会の委員（以下「村岡工区委員」という。）の定数は、10人とする。深沢

工区審議会の委員（以下「深沢工区委員」という。）の定数は、10 人とする。 

２ 前項に規定する村岡工区委員及び深沢工区委員（以下「委員」という。）の定数のうち、法

第 71条の４第３項において準用する法第 58条第１項の規定により、施行地区内の宅地（法第

２条第６項に規定する宅地をいう。以下同じ｡)の所有者（以下「宅地所有者」という｡)及び施

行地区内の宅地について借地権を有する者（以下「借地権者」という｡)がそれぞれのうちから

各別に選挙する委員の数は、土地区画整理法施行令（昭和 30 年政令第 47号。以下「令」とい

う｡)第 22 条第４項の規定に基づき、機構の理事長が別に定めて公告する。 

３ 第１項に規定する委員の定数のうち、法第 71条の４第３項において準用する法第 58条第３

項の規定により、機構の理事長が土地区画整理事業について学識経験を有する者のうちから選

任する委員の数は、村岡工区審議会は２人、深沢工区審議会は２人とする。 

 

（委員の任期） 

第９条 委員の任期は、５年とする。 

 

（予備委員の設置及びその数） 

第10条 審議会ごとに法第71条の４第３項において準用する法第59条第１項の規定により宅

地所有者から選挙される委員及び借地権者から選挙される委員についての予備委員（以下

「予備委員」という。）を、それぞれ置く。 

２ 予備委員の数は、審議会ごとに宅地所有者から選挙すべき委員及び借地権者から選挙す

べき委員の数（委員の数が奇数のときは、その数から１を減じた数）のそれぞれ半数とす

る。ただし、選挙すべき委員の数が１人の場合は、１人とする。 

 

（予備委員の決定） 

第11条 予備委員は、委員の選挙において、当選人を除き、第14条に規定する数以上の得票

があった者のうち、得票数の多い者から順位を定めるものとし、得票数が同じである者が

２人以上あるときは、機構の理事長がくじで順位を定めて、その順位により予備委員を定

めるものとする。 

２ 令第35条第２項の規定により当選人を定めた場合においては、前項の例により予備委員

を新たに定める。 

３ 機構の理事長は、前二項の規定により予備委員を定めた場合においては、令第 35 条第

５項の公告と併せて予備委員となった者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び

主たる事務所の所在地）並びに得票順位を公告するとともに、予備委員となった者にその

旨を通知する。 
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（委員の補充） 

第12条 委員（学識経験を有する者のうちから選任した委員を除く。）に欠員を生じたとき

は、前条第１項又は第２項において定めた順位に従い、順次予備委員をもって補充する。 

２ 機構の理事長は、前項の規定により委員を補充する場合においては、新たに委員となる

者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地）を公告すると

ともに、その者にその旨を通知するものとし、公告があった日から委員となるものとする。 

３ 学識経験を有する者のうちから選任した委員に欠員を生じたときには、機構の理事長は、

速やかに委員を選任する。 

 

（立候補制） 

第13条 選挙すべき委員は、令第24条第１項の規定により候補者のうちから選挙する。 

２ 令第24条第２項の規定により、他の選挙人を宅地所有者から選挙する委員の候補者に推

薦しようとする者は、宅地所有者、他の選挙人を借地権者から選挙する委員の候補者に推

薦しようとする者は、借地権者でなければならない。 

 

（当選人又は予備委員となるのに必要な得票数） 

第14条 委員の選挙において、当選人又は予備委員となるのに必要な得票数は、宅地所有者

及び借地権者が、それぞれのうちから各別に選挙する委員の数で、それぞれの選挙におけ

る有効投票の総数を除して得た数の５分の１以上とする。 

 

（委員の補欠選挙） 

第15条 補充すべき予備委員がなくなった後に、宅地所有者から選挙された委員又は借地権

者から選挙された委員の欠員の数が、それぞれの委員の定数の３分の１を超えた場合にお

いては、それぞれの委員の補欠選挙を行うものとする。 

 

（審議会の運営） 

第16条 審議会の運営について、法令に定めるもののほか必要な事項は、機構が審議会の意

見を聴いて別に定める。 

 

（評価員の定数） 

第17条 法第71条の５において準用する法第65条第１項に規定する評価員の定数は、３人と

する。 

 
第４章 基準地積の決定 

 

（基準地積の決定） 

第18条 換地計画において換地及び清算金額を定めるときの基準となる従前の宅地各筆の地

積（以下「基準地積」という。）は、この施行規程の施行日（以下「施行日」という。）

現在において登記されている地積とし、施行日現在において登記されていない宅地につい

ては、機構が実測して得た地積とする。 
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（基準地積の更正） 

第19条 宅地所有者又は宅地について所有権以外の権利（処分の制限を含む。以下本章にお

いて同じ。）を有する者は、前条の基準地積が事実と相違すると認めるときは、施行日か

ら起算して60日以内に、機構が別に定めるところにより、機構に基準地積の更正を申し出

ることができる。 

２ 前項の規定による申出があるときは、機構は、申出人（申出人が所有権以外の権利を有

する者であるときは、申出人とともに宅地所有者）及び関係権利者の立会いを求めて、当

該申出に係る宅地の地積を確認して、その基準地積を更正するものとする。 

３ 機構は、前項の規定によるほか、基準地積が明らかに事実と相違すると認められる宅地、

その他特に実測する必要があると認められる宅地については、当該宅地所有者及び関係権

利者の立会いを求めてその宅地の地積を実測して基準地積を更正することができる。 

４ 機構は、施行日現在において登記されている宅地のうち、施行日以前に実測により登記

されていると認められる宅地以外の宅地については、前二項に規定するものを除き、次項

によりその基準地積を更正することができる。 

５ 前項に規定する基準地積の更正方法は、施行地区を適当と認める区域に区分し、各区域

について実測した地積（公共用地を除く。）と、その区域内の宅地各筆の基準地積を合計

した地積との間に差がある場合には、その差をその区域内の前項の規定により基準地積の

更正ができる宅地各筆の基準地積に按分して行うものとする。 

 

（施行日後に分割された宅地の基準地積） 

第20条 施行日後に分割された宅地の分割後の宅地各筆の基準地積は、その合計が前二条の

規定により定められた分割前の基準地積に符合するように定める。この場合において、分

割後の宅地各筆のうち実測された宅地については、その地積を基準地積とし、その他の宅

地については、分割前の基準地積から実測された宅地の地積の合計を減じた地積を基準地

積とする。ただし、分割前の宅地が前条第５項によりその基準地積を更正したものであり、

かつ、土地所有者からの申出がある場合においては、分割後の宅地各筆の基準地積は、分

割前の宅地の基準地積を分割後の宅地各筆の登記された地積に按分して得た地積とするこ

とができる。 

 

（所有権以外の権利又は処分の制限の目的となるべき宅地の地積） 

第21条 換地計画において換地について所有権以外の権利（地役権を除く。以下この条につ

いて同じ。）又は処分の制限の目的となるべき宅地又はその部分及びその清算金額を定め

るときの基準となる従前の宅地について存する所有権以外の権利又は処分の制限の地積は、

登記されている地積又は法第85条第１項の規定による申告に係る地積（地積の変更につい

て同条第３項の規定による届出があったときは、その変更後の地積とする。以下「申告地

積」という。）とする。ただし、登記されている地積又は申告地積が当該権利の存する宅

地の基準地積に符合しないときは、機構がその宅地の基準地積の範囲内で定めた地積をも

ってその権利の目的となるべき宅地の地積とする。 

 

第５章 保留地 

 

（保留地の規模） 

第22条 保留地は、本事業の土地利用計画を勘案し、機構が独立行政法人都市再生機構法
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（平成15年法律第100号。以下「機構法」という。）第11条の業務を行うのに適する一定

規模を有するものとなるようにこれを定める。 

 

（保留地の処分方法） 

第23条 第６条第２項の規定により定めた保留地は、機構が機構法第11条の業務を行うため

の用地に供し、又は機構法第16条の規定に基づく譲渡の方法により処分するものとする。 

 

第６章 清算 

 

（清算金の算定） 

第24条 換地を定めた場合の清算金額は、従前の宅地の価額総額に対する換地の価額の総額

の比を、従前の宅地又はその宅地について存する権利の価額に乗じて得た額（以下「従前

の権利価額」という。）と当該宅地に対する換地又はその換地について定められた権利の

価額との差額とする。 

２ 従前の宅地について換地を定めないで金銭で清算する場合又はその宅地について存する

権利を消滅させて金銭で清算する場合における交付すべき清算金額は、当該宅地又はその

宅地について存する権利の従前の権利価額とする。 

 

（清算金の分割徴収又は分割交付） 

第25条 機構は、清算金として徴収すべき金額が１人につき10万円を超え、かつ、これを納

付すべき者から次条の規定により分割して納付したい旨の申出があったときは、その清算

金を分割して徴収し、清算金として交付すべき金額が１人につき10万円を超えるときは、

その清算金を分割して交付することができる。 

 

（分割納付を希望する申出） 

第26条 清算金を納付すべき者が分割納付を希望するときは、次条第１項に規定する通知を

受けた日から起算して14日以内にその旨を機構に申し出なければならない。 

２ 機構は、前項に規定する申出を承認しようとするときは、必要な条件を付することがで

きる。 

 

（清算金の徴収又は交付に関する通知） 

第27条 機構は、換地処分の公告があった場合においては、清算金を納付すべき者に対し、

その納付すべき清算金の額並びに納付すべき期限及び場所を通知する。この場合において、

その清算金の額が10万円を超えるときは、分割納付の意思の有無を併せて照会する。 

２ 機構は、換地処分の公告があった場合において、清算金の交付を受けるべき者に対し、

これを一時に交付するときは、その交付すべき清算金の額並びに交付すべき期限及び場所

を、分割して交付するときは、その交付すべき清算金の額、各回に交付すべき清算金の額、

各回の清算金を交付すべき期日及び場所並びに交付を完了すべき期限を、それぞれ通知す

る。 

３ 機構は、換地処分の公告があった場合において、第25条の規定により清算金を分割して

徴収するときは、これを分割して納付する者に対し、その納付すべき清算金の額、各回に

納付すべき清算金の額、各回の清算金を納付すべき期日及び場所並びに納付を完了すべき

期限を通知する。 
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（清算金の分割徴収及び分割交付の手続） 

第28条 第25条の規定により清算金を分割して徴収し、又は交付する場合における徴収又は

交付を完了すべき期限は、次の各号に掲げる清算金の額に応じ、第１回の清算金を徴収し、

又は交付すべき期日の翌日から起算して、当該各号に定める期間が満了する日とする。 

 一 清算金の額が10万円を超え、20万円までのとき   １年 

 二 清算金の額が20万円を超え、30万円までのとき   ２年 

 三 清算金の額が30万円を超え、40万円までのとき   ３年 

 四 清算金の額が40万円を超え、50万円までのとき   ４年 

 五 清算金の額が50万円を超えるとき         ５年 

２ 第25条の規定により清算金を分割して徴収し、又は交付するときは、未徴収又は未交付

の清算金に第１回の清算金を分割して徴収し、又は交付すべき期日の翌日から、分割交付

する場合は民法第404条の規定による法定利率の割合（年365日当たりとし、うるう年の日

を含む期間についても365日の割合とする｡）で計算して得た額の利子を付し、分割徴収す

る場合にあっては当該法定利率以内の割合（年365日当たりとし、うるう年の日を含む期間

についても365日の割合とする｡）で計算して得た額の利子を付するものとし、その利率は

換地処分の公告の日の翌日を基準日として別途機構が定め、第27条の規定による清算金の

徴収又は交付に関する通知と併せて通知する。 

３ 機構は、第２回以後の清算金を徴収し、又は交付するときは、その徴収し、又は交付す

る日までの間に前項の規定による当該清算金について生じた利子を、当該清算金と併せて

徴収し、又は交付する。 

４ 第25条の規定により清算金を分割して徴収し、又は交付する場合における第２回以後の

清算金を徴収し、又は交付すべき期日は、前回の徴収し、又は交付すべき期日の翌日から

起算して６か月目とする。 

５ 第25条の規定により清算金を分割して徴収し、又は交付する場合における各回の清算金

の額は、毎回おおむね均等の額とする。 

６ 清算金を分割して納付する者は、前条第３項の規定により通知を受けた納付を完了すべ

き期限前において、清算金の残額の全部又は一部を繰り上げて納付することができる。 

７ 機構は、清算金を分割して納付すべき者が納付すべき清算金を滞納したとき、その他特

別の事情があるときは、清算金の残額の全部又は一部を、その納付すべき期限前において

も徴収することができる。 

 

（督促手数料及び延滞金） 

第29条 機構は、その徴収すべき清算金（前条第２項の規定により利子を付した場合におい

ては、その利子を含む。）を第27条第１項及び第３項の規定により通知した期限までに納

付しない者に対しては、督促状により納付すべき期限を指定して督促するものとする。 

２ 機構は、前項の規定により督促したときは、１件１回につき土地区画整理法施行規則（昭

和30年建設省令第５号）第17条に規定する額の督促手数料を徴収することができる。 

３ 機構は、第１項の規定に基づく督促をした場合において、 法第110条第４項の規定によ

り徴収することができる延滞金は、当該督促に係る清算金の額（以下この項及び次項にお

いて「督促額」という｡)が100円以上である場合に徴収するものとし、その額は督促状によ

る納付すべき期限の翌日から納付の日までの日数に応じ督促額（100円未満の端数があると

きは、これを切り捨てる。）に年 10.75パーセントの割合を乗じて得た額とする。 
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４ 前項の場合において督促額の一部につき納付があったときは、その納付の日以後の期間

に係る延滞金の計算の基礎となる額は、その納付のあった督促額を控除した額とする。 

５ 延滞金の額が10円未満である場合においては、これを徴収しない。 

６ 機構は、第１項の規定による督促を受けた者がその督促状において指定した期限までに

その納付すべき金額を納付しないときは、 法第110条第５項に規定する国税滞納処分の例

により徴収すべき清算金、督促手数料及び延滞金を徴収することができる。 

 

第７章 雑則 

 

（氏名又は住所を変更した場合における届出） 

第30条 施行地区内の宅地について、登記した権利又は法第85条第１項の規定による申告若

しくは同条第３項の規定による届出をした権利を有する者及び清算金を分割して納付する

者又は分割して交付を受ける者は、その氏名又は住所（法人にあっては、その名称及び主

たる事務所の所在地）を変更したときは、直ちにその旨を機構に届け出なければならない。 

 

（所有権以外の権利の申告又は届出の受理の停止） 

第31条 機構は、令第19条の規定による委員の選挙期日の公告があったときは、当該公告が

あった日から起算して20日を経過した日から令第22条第１項の公告がある日までの間は、

法第85条第４項の規定により同条第１項の規定による申告及び同条第３項の規定による届

出を受理しない。 

２ 機構は、法第88条第２項の規定による換地計画の縦覧についての令第55条の２の規定に

基づく公告があった日から換地処分の公告がある日までの間は、法第85条第４項の規定に

より同条第１項の規定による申告及び同条第３項の規定による届出を受理しない。 

 

（換地処分時期の特例） 

第32条 機構は、必要があると認めるときは、換地計画に係る区域の全部について工事が完

了する以前においても、法第103条第２項の規定により換地処分を行うことができる。 

 

（公告の方法） 

第33条 機構が本事業について行う公告は官報に掲載し、かつ、独立行政法人都市再生機構

東日本都市再生本部事業推進部湘南都市再生事務所に掲示して行う。 

 

（その他必要な事項） 

第34条 この施行規程に定めるもののほか、本事業の施行に必要な事項は、機構が別に定め

る。 

 

附 則 

この施行規程は、法第71条の３第11項に規定する国土交通大臣の認可の公告があった日

から施行する。 
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第１ 土地区画整理事業の名称等 

１ 土地区画整理事業の名称 

藤沢都市計画事業及び鎌倉都市計画事業村岡・深沢地区土地区画整理事業 

 
２ 施行者の名称 

独立行政法人都市再生機構（土地区画整理法第３条の２第１項） 

 
第２ 施行地区 

１ 施行地区の位置 

本地区は、東日本旅客鉄道株式会社（以下「ＪＲ東日本」という。）東海道本線の大船駅と藤沢駅

の中間、藤沢市の東部及び鎌倉市の西部に位置する、面積約 38.3ha の地区である。 

 

２ 施行地区位置図 

別添「施行地区位置図」（縮尺 1/25,000）のとおり。 

 

３ 施行地区の区域 

本地区に含まれる土地の名称は、次のとおりである。 

藤沢市村岡東一丁目、村岡東二丁目、弥勒寺字後河内並びに宮前字後河内及び字裏河内の各一

部 

鎌倉市上町屋字山ノ根、寺分字藤塚、字陣出、字上陣出、字堅畑、字川向及び字木ノ下、梶原

字古川、字八町面、字外耕地、字内耕地及び字宮里、梶原一丁目並びに常盤字下耕地の各一部 

別添「施行地区区域図」（縮尺 1/2,000）のとおり。 

 

第３ 設計の概要 

１ 設計説明書 

（１）土地区画整理事業の目的    

神奈川県、藤沢市及び鎌倉市は、一体的な新たなまちづくりを進めることで、最先端ヘルスケア

産業が集積するイノベーション拠点を実現し、新たな都市拠点の形成を目指している。 

本地区は、ＪＲ東日本東海道本線の新駅設置と連携して、土地区画整理事業による駅前広場や道

路などの公共施設の整備改善及び土地利用転換による宅地の利用増進を図ることで、持続可能な拠

点の形成に向けた複合的な土地利用を実現する一体的なまちづくりを推進する。 
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（２）施行地区内の土地の現況 

（イ）土地の状況 

本地区の藤沢市域は、ＪＲ東日本東海道本線沿いに位置し、鉄道の北側には広い旧国鉄貨物駅跡

地を有し、フットサルコート等のスポーツ施設や未利用地となっているほか、商業施設１店舗と旧

社員寮があり、鉄道南側には農地が広がっている。地区周辺は土地区画整理事業により整備された

住宅を中心とした市街地が形成され、また、隣接して工場や研究施設が立地している。 

本地区の鎌倉市域は、湘南モノレール湘南深沢駅前に位置し、地区の大部分が旧ＪＲ東日本鎌倉

総合車両センター跡地などの未利用地となっている。地区西側には住宅のほか、自動車販売店やガ

ソリンスタンド、地方卸売市場、小規模な工場などの業務施設が集積している。地区周辺は市街地

が形成され、住宅や工場・研究施設が立地している。 

 

（ロ）道路の状況 

本地区の藤沢市域は、北側に都市計画道路 3・5・16 号藤沢村岡線（幅員 16ｍ）が位置しており、

市道村岡 170 号線が接続している。生活道路としては、地区北側に地区内を縦断する幅員 7.5ｍの

道路が位置しているほか、十二天公園周辺に幅員５～６ｍの道路が配置されている。南側は、地区

界に沿って道路が配置されているほか、幅員４ｍ未満の狭あい道路がある。 

本地区の鎌倉市域は、西側に都市計画道路 3・5・7 号腰越大船線と東側に市道 055-000 号線（大

船西鎌倉線）が位置しており、市道 055-000 号線（大船西鎌倉線）上空には湘南モノレールが通り

湘南深沢駅がある。また南側は市道 044-000 号線（常盤梶原線）、北側は市道 042-000 号線がそれぞ

れ位置し、西側の既成市街地内に狭小幅員の行止り道路がある。 

 

（ハ）地勢 

本地区の藤沢市域は、北側の大部分が標高９～10ｍ程度の平坦な地形となっており、北西部の一

部が標高 15ｍ程度で外周は擁壁に囲われている。南側は標高７ｍ程度と地区北側よりも低くなって

いる。 

本地区の鎌倉市域は、標高８～12ｍ程度の平坦な地形となっている。 

 

（二）供給処理施設の状況 

本地区の藤沢市域は、上水道、下水道、ガス等の供給処理施設が整備されている。また、地区北

側に汚水排水の幹線、南東側に雨水・汚水排水の幹線が埋設されている。 

本地区の鎌倉市域は、上水道、下水道、ガス等の供給処理施設が整備されている。また、南側の

市道 044-000 号線（常盤梶原線）沿いには、梶原川雨水幹線があり、西端で二級河川柏尾川に流入

している。 
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（３）設計の方針 

土地利用計画は、複合多機能な市街地形成を図るため、行政施設、商業機能、業務機能、居住機

能、医療・福祉機能等の立地可能な大街区を計画する。また、地区の一部は、中小規模の宅地利用

を可能とする街区を計画する。なお、行政施設内にある鎌倉市指定文化財「宝篋印塔」を保全する。 

公共施設計画は、幹線道路として、ＪＲ東日本東海道本線の新駅設置に合わせて、新駅北口に既

設の都市計画道路 3・5・16 号藤沢村岡線の拡幅及び駅前広場、新駅南口に駅前広場を含む都市計画

道路 3・4・23 号村岡新駅南口通り線を計画する。また、都市計画道路 3・5・7 号腰越大船線の拡幅

を計画する。これらは、歩行環境・自転車走行環境に配慮した幅員構成とする。幹線道路に準じた

区画道路として、市道 055-000 号線（大船西鎌倉線）(幅員 18ｍ)、幅員 12ｍ～20ｍの道路を大街区

へのアクセス道路として計画する。区画道路として、幅員５～12ｍの道路を計画し、歩行者専用道

路などの特殊道路を計画する。 

公園として、現況の都市計画公園 2・2・71 号十二天公園を既存位置に計画し、誘致距離や歩行者

動線を考慮した計画をする。 

雨水流出抑制施設として、藤沢市域は、排水区ごとに公共用地に地下式調整池を配置し、鎌倉市

域は、放流先を梶原川雨水幹線とする調整池を公園内に計画する。 

なお、本地区は、藤沢市域を村岡工区、鎌倉市域を深沢工区とした工区を設定し施行する。 
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（４）整理施行前後の地積 

（イ）土地の種目別施行前後対照表 

（村岡・深沢地区） 

種目 
施行前 施行後 

備考 
地積(㎡) 割合％ 筆数 地積(㎡) 割合％ 

公
共
用
地 

道路 30,468.21 7.9 177 85,571.59 22.3  

公園 4,667.44 1.2 1 21,878.32 5.7  

河川 1,110.95 0.3 24 1,110.95 0.3 
道路機能を有

する 

水路 4,587.72 1.2 14 ― ―  

合計 40,834.32 10.6 216 108,560.86 28.3  

宅
地 

民
有
地 

田 11,268.00 2.9 26 

196,210.35 51.2  

畑 8,657.84 2.3 32 

宅地 27,401.49 7.1 70 

山林 47.00 0.1 1 

鉄道用地 171,883.55 44.8 31 

公衆用道路 212.93 0.1 7 

境内地 104.00 0.1 1 

雑種地 35,677.27 9.3 25 

小計 255,252.08 66.7 193 

市
有
地 

市有地 86,015.06 22.4 37 

小計 86,015.06 22.4 37 

合計 341,267.14 89.1 230 196,210.35 51.2  

保留地 ― ― ― 78,582.00 20.5  

測量増減 1,251.75 0.3 ― ― ―  

総計 383,353.21 100 446 383,353.21 100.0  
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（うち村岡工区） 

種目 
施行前 施行後 

備考 
地積(㎡) 割合％ 筆数 地積(㎡) 割合％ 

公
共
用
地 

道路 10,632.40 14.6 32 24,235.18 33.3 
施行後地積のうち、駅前広
場に約 1,700 ㎡の調整池機
能を有する 

公園 4,667.44 6.4 1 2,976.51 4.1  

河川 ― ― ― ― ―  

水路 ― ― ― ― ―  

合計 15,299.84 21.0 33 27,211.69 37.4  

宅
地 

民
有
地 

田 11,268.00 15.5 26 

32,796.10 45.0  

畑 1,454.30 2.0 3 

宅地 9,640.11 13.2 3 

山林 47.00 0.1 1 

鉄道用地 1,393.55 1.9 14 

公衆用道路 ― ― ― 

境内地 ― ― ― 

雑種地 32,486.00 44.6 2 

小計 56,288.96 77.3 49 

市
有
地 

市有地 ― ― ― 

小計 ― ― ― 

合計 56,288.96 77.3 49 32,796.10 45.0  

保留地 ― ― ― 12,802.00 17.6  

測量増減 1,220.99 1.7 ― ― ―  

総計 72,809.79 100.0  82 72,809.79 100.0   

 

（うち深沢工区） 

種目 
施行前 施行後 

備考 
地積(㎡) 割合％ 筆数 地積(㎡) 割合％ 

公
共
用
地 

道路 19,835.81 6.4 145 61,336.41 19.7  

公園 ― ― ― 18,901.81 6.1 
施行後地積のうち、約 14,0 
00 ㎡の調整池機能を有する 

河川 1,110.95 0.4 24 1,110.95 0.4 道路機能を有する 

水路 4,587.72 1.4 14 ― ―  

合計 25,534.48 8.2 183 81,349.17 26.2  

宅
地 

民
有
地 

田 ― ― ― 

163, 414.25 52.6  

畑 7,203.54 2.3 29 

宅地 17,761.38 5.7 67 

山林 ― ― ― 

鉄道用地 170,490.00 54.9 17 

公衆用道路 212.93 0.1 7 

境内地 104.00 0.1 1 

雑種地 3,191.27 1.0 23 

小計 198,963.12 64.1 144 

市
有
地 

市有地 86,015.06 27.6 37 

小計 86,015.06 27.6 37 

合計 284,978.18 91.7 181 163,414.25 52.6  

保留地 ― ― ― 65,780.00 21.2  

測量増減 30.76 0.1 ― ― ―  

総計 310,543.42 100.0 364 310,543.42 100.0  
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（ロ）減歩率計算表 

（村岡・深沢地区） 

整理前 
宅地面積 

(台帳地積) 
 

（Ａ） 

同更正地積 
（測量増減
を加減した

もの） 
Ａ 

整理後宅地地積 差引減歩地積 差引減歩率 

保留地を 
含めた 

宅地地積 
Ｅ 

保留地を 
除いた 

宅地地積 
Ｅ’ 

公共 
減歩地積 

 
Ｐ 

公共、保留
地を合算し
た減歩地積 

Ｄ 

公共 
減歩率 

 
ｐ＝Ｐ/Ａ 

公共保留地
合算減歩率 

 
ｄ＝Ｄ/Ａ 

㎡ 
341,267.14 

㎡ 
342,518.89 

㎡ 
274,792.35 

㎡ 
196,210.35 

㎡ 
67,726.54 

㎡ 
146,308.54 

％ 
19.8 

％ 
42.7 

 

（うち村岡工区） 

整理前 
宅地面積 

(台帳地積) 
 

（Ａ） 

同更正地積 
（測量増減
を加減した

もの） 
Ａ 

整理後宅地地積 差引減歩地積 差引減歩率 

保留地を 
含めた 

宅地地積 
Ｅ 

保留地を 
除いた 

宅地地積 
Ｅ’ 

公共 
減歩地積 

 
Ｐ 

公共、保留
地を合算し
た減歩地積 

Ｄ 

公共 
減歩率 

 
ｐ＝Ｐ/Ａ 

公共保留地
合算減歩率 

 
ｄ＝Ｄ/Ａ 

㎡ 
56,288.96 

㎡ 
57,509.95 

㎡ 
45,598.10 

㎡ 
32,796.10 

㎡ 
11,911.85 

㎡ 
24,713.85 

％ 
20.7 

％ 
43.00 

 

（うち深沢工区） 

整理前 
宅地面積 

(台帳地積) 
 

（Ａ） 

同更正地積 
（測量増減
を加減した

もの） 
Ａ 

整理後宅地地積 差引減歩地積 差引減歩率 

保留地を 
含めた 

宅地地積 
Ｅ 

保留地を 
除いた 

宅地地積 
Ｅ’ 

公共 
減歩地積 

 
Ｐ 

公共、保留
地を合算し
た減歩地積 

Ｄ 

公共 
減歩率 

 
ｐ＝Ｐ/Ａ 

公共保留地
合算減歩率 

 
ｄ＝Ｄ/Ａ 

㎡ 
284,978.18 

㎡ 
285,008.94 

㎡ 
229,194.25 

㎡ 
163,414.25 

㎡ 
55,814.69 

㎡ 
121,594.69 

％ 
19.6 

％ 
42.7 

 

 

（５）保留地の予定地積 

（村岡・深沢地区） 

整理前宅
地価格の

総額 
（予想） 

Ｖ 

整理後宅
地価格の

総額 
（予想） 

Ｖ’ 

宅地価格
総額の増

加額 
 

△Ｖ= 
  Ｖ’-Ｖ 

整理前㎡当
り予定価格 

 
 
ｅ 

整理後㎡当
り予定価格 

 
 

ｅ’ 

保留地とし
て取り得る 
最大限地積 
 
Rmax＝ 
△Ｖ／ｅ’ 

保留地の 
予定地積 

 
 
R 

 
割 合 

 
 

R/Rmax 

 
摘要 

千円 
48,472,774 

千円 
84,374,348 

千円 
35,901,574 

千円/㎡ 
142 

千円/㎡ 
307 

㎡ 
113,312 

㎡ 
78,582 

％ 
69.4 

 

 

（うち村岡工区） 

整理前宅
地価格の

総額 
（予想） 

Ｖ 

整理後宅
地価格の

総額 
（予想） 

Ｖ’ 

宅地価格
総額の増

加額 
 

△Ｖ= 
  Ｖ’-Ｖ 

整理前㎡当
り予定価格 

 
 
ｅ 

整理後㎡当
り予定価格 

 
 

ｅ’ 

保留地とし
て取り得る 
最大限地積 
 
Rmax＝ 
△Ｖ／ｅ’ 

保留地の 
予定地積 

 
 
R 

 
割 合 

 
 

R/Rmax 

 
摘要 

千円 
8,856,532 

千円 
20,199,958 

千円 
11,343,426 

千円/㎡ 
154 

千円/㎡ 
443 

㎡ 
25,605 

㎡ 
12,802 

％ 
50.0 

 

 

（うち深沢工区） 

整理前宅
地価格の

総額 
（予想） 

Ｖ 

整理後宅
地価格の

総額 
（予想） 

Ｖ’ 

宅地価格
総額の増

加額 
 

△Ｖ= 
  Ｖ’-Ｖ 

整理前㎡当
り予定価格 

 
 
ｅ 

整理後㎡当
り予定価格 

 
 

ｅ’ 

保留地とし
て取り得る 
最大限地積 
 
Rmax＝ 
△Ｖ／ｅ’ 

保留地の 
予定地積 

 
 

R 

 
割 合 

 
 

R/Rmax 

 
摘要 

千円 
39,616,242 

千円 
64,174,390 

千円 
24,558,148 

千円/㎡ 
139 

千円/㎡ 
280 

㎡ 
87,707 

㎡ 
65,780 

％ 
75.0 

 

  

-26-



 

7 

（６）公共施設整備改善の方針 

都市計画道路（駅前広場含む）は、歩行環境・自転車走行環境に配慮しつつ、照明、安全施設、

植栽等を適宜整備する。一部の道路は、電線共同溝を整備し、電線類の地中化を図る。 
 

（イ）都市計画との関連 

（村岡工区） 

内    容 告示年月日 告示番号 備考 
区域 
区分 

市街化区域 昭和 45 年 6 月 10 日 
神奈川県告示 

第 495 号 
 

地域 
地区 

用途地域 

第一種住居地域 平成 8 年５月 10 日 
神奈川県告示 

第 442 号 
変更 

準工業地域 平成 8 年５月 10 日 
神奈川県告示 

第 442 号 
変更 

工業専用地域 平成 8 年５月 10 日 
神奈川県告示 

第 442 号 
変更 

その他の 
地域地区 

準防火地域 平成 8 年 5 月 10 日 
藤沢市告示 

第 41 号 
変更 

都市 
施設 

道路 

3・5・16 号 
藤沢村岡線 

令和 4 年 3 月 1 日 
藤沢市告示 
第 359 号 

変更 

3・4・23 号 
村岡新駅南口通り線 

令和 4 年 3 月 1 日 
藤沢市告示 
第 359 号 

 

公園 
2・2・71 号 
十二天公園 

令和 4 年 3 月 1 日 
藤沢市告示 
第 356 号 

変更 

下水道事業 第１号公共下水道 昭和 49 年 5 月 1 日 
藤沢市告示 

第 13 号 
変更 

市街地開発事業 
藤沢都市計画事業 
村岡・深沢地区土地区画整理事業 

令和 4 年 3 月 1 日 
藤沢市告示 
第 357 号 

 

地区計画 
村岡新駅周辺地区地
区計画 

令和 4 年 3 月 1 日 
藤沢市告示 
第 358 号 

 

生産緑地地区 平成 4 年 11 月 13 日 
藤沢市告示 
第 193 号 

 

 
（深沢工区） 

内    容 告示年月日 告示番号 備考 
区域 
区分 

市街化区域 昭和 45 年 6 月 10 日 
神奈川県告示 

第 494 号 
 

地域 
地区 

用途地域 

第一種低層住居 
専用地域 

平成 8 年 5 月 10 日 
神奈川県告示 

第 441 号 
変更 

第一種住居地域 平成 8 年 5 月 10 日 
神奈川県告示 

第 441 号 
変更 

近隣商業地域 昭和 62 年 10 月 16 日 
神奈川県告示 

第 837 号 
変更 

工業地域 昭和 62 年 10 月 16 日 
神奈川県告示 

第 837 号 
変更 

工業専用地域 昭和 62 年 10 月 16 日 
神奈川県告示 

第 837 号 
変更 

都市 
施設 

道路 
3・5・7 号 
腰越大船線 

令和 4 年 3 月 1 日 
神奈川県告示 

第 69 号 
変更 

下水道事業 第１号公共下水道 平成 4 年 2 月 25 日 
鎌倉市告示第

145 号 
変更 

その他 
第１号鎌倉青果地方卸
売市場 

令和 4 年 3 月 1 日 
鎌倉市告示 
第 308 号 

変更 

市街地開発事業 
鎌倉都市計画事業 
村岡・深沢地区土地区画整理事業 

令和 4 年 3 月 1 日 
鎌倉市告示 
第 305 号 

 

地区計画 深沢地区地区計画 令和 4 年 3 月 1 日 
鎌倉市告示 
第 306 号 
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（ロ）公共施設別調書 

（村岡・深沢地区） 

区分 

道

路

種

別 

形状寸法 

整備計画 摘要 幅員 

(ｍ) 

延長 

(ｍ) 

面積 

(㎡) 

道
路 

幹
線
道
路 

3・5・16 号 
藤沢村岡線 

◇ 18 372 12,609.59 
As 舗装 

駅前広場（新駅北口） 

面積約 5,900 ㎡を含む 

駅前広

場に調

整池機

能を有

する 

3・4・23 号 
村岡新駅南口通り線 

◇ 17 25 5,587.53 
As 舗装 

駅前広場（新駅南口） 

面積約 5,200 ㎡を含む 

駅前広

場に調

整池機

能を有

する 

3・5・7 号 
腰越大船線 

○ 18 601 10,464.78 As 舗装 

河川 1,1 

10.95 ㎡
を含む 

小  計 － 998 28,661.90   

区
画
道
路 

区 20-1 号 20 695 14,017.90 As 舗装、平板ﾌﾞﾛｯｸ舗装  

駅前広場 － － 584.72 As 舗装  

区 18-2 号 大船西鎌倉線 18 443 7,826.02 As 舗装  

区 18-2 号 道路付帯地 － － 929.07 As 舗装  

区 12-1 号 12 166 2,070.71 As 舗装  

区 12-2 号 常盤梶原線 12 700 8,906.30 As 舗装  

区 12-3 号 12 623 7,907.35 As 舗装  

区 12-3 号 道路付帯地 － － 86.81 As 舗装  

区 12-4 号 12 213 2,639.35 As 舗装  

区 12-5 号 12 232 3,071.99 As 舗装  

区 8-1 号 8 143 1,179.34 As 舗装  

区 8-2 号 8 188 1,510.64 As 舗装  

区 8-3 号 8 278 2,218.53 As 舗装  

区 8-4 号 8 122 979.98 As 舗装  

区 6-1 号 6 － 18.49 As 舗装  

区 6-2 号 6 102 623.29 As 舗装  

区 6-3 号 6 102 623.26 As 舗装  

区 6-4 号 6 112 683.33 As 舗装  

区 6-5 号 6 102 458.79 As 舗装  

区 5-1 号 5 － 5.36 As 舗装  

小  計 － 4,221 56,341.23   

特
殊
道
路 

村岡新駅自由通路 － － 757.91  別途事業 

歩 7-1 号 7 － 301.94 As 舗装  

歩 6-1 号 6 32 193.67 As 舗装  

歩 4-1 号 4 36 143.31 As 舗装  

歩 4-2 号 4 43 173.31 As 舗装  

歩 4-3 号 4 27 109.27 As 舗装  

小  計 － 138 1,679.41   

道  路  計 － 5,357 86,682.54   

公
園 

2・2・71 号 
十二天公園 

－ － 2,976.51 整地・外柵・休憩施設等  

公園① － － 14,000.02 整地・植栽・遊具等 

調 整 池

機 能 を

有する 

公園② － － 2,479.76 整地・植栽・遊具等  

公園③ － － 2,422.03 整地・植栽・遊具等  

公  園  計 － － 21,878.32   

合     計 － 5,357 108,560.86   
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（うち村岡工区） 

区分 
道路
種別 

形状寸法 
整備計画 摘要 幅員 

(ｍ) 
延長 
(ｍ) 

面積 
(㎡) 

道
路 

幹
線
道
路 

3・5・16 号 
藤沢村岡線 

◇ 18 372 12,609.59 
As 舗装 

駅前広場（新駅北口） 

面積約 5,900 ㎡を含む 

駅前広場

に調整池

機能を有

する 

3・4・23 号 
村岡新駅南口通り線 

◇ 17 25 5,587.53 
As 舗装 

駅前広場（新駅南口） 

面積約 5,200 ㎡を含む 

駅前広場

に調整池

機能を有

する 

小  計 － 397 18,197.12   

区
画
道
路 

区 12-1 号 12 166 2,070.71 As 舗装  

区 8-1 号 8 143 1,179.34 As 舗装  

区 8-2 号 8 188 1,510.64 As 舗装  

区 6-1 号 6 － 18.49 As 舗装  

区 5-1 号 5 － 5.36 As 舗装  

小  計 － 497 4,784.54   

特
殊
道
路 

村岡新駅自由通路 － － 757.91  別途事業 

歩 7-1 号 7 － 301.94 As 舗装  

歩 6-1 号 6 32 193.67 As 舗装  

小  計 － 32 1,253.52   

道  路  計 － 926 24,235.18   

公
園 

2・2・71 号 
十二天公園 

－ － 2,976.51 整地・外柵・休憩施設等 
 

公  園  計 － － 2,976.51  
 

合     計 － 926 27,211.69  
 

（うち深沢工区） 

区分 
道路
種別 

形状寸法 

整備計画 摘要 幅員 
(ｍ) 

延長 
(ｍ) 

面積 
(㎡) 

道
路 

幹
線 

道
路 

3・5・7 号 
腰越大船線 

○ 18 601 10,464.78 As 舗装 
河川 1,1 

10.95 ㎡

を含む 

小  計 － 601 10,464.78   

区
画
道
路 

区 20-1 号 20 695 14,017.90 As 舗装、平板ﾌﾞﾛｯｸ舗装  

駅前広場 － － 584.72 As 舗装  

区 18-2 号 大船西鎌倉線 18 443 7,826.02 As 舗装  

区 18-2 号 道路付帯地 － － 929.07 As 舗装  

区 12-2 号 常盤梶原線 12 700 8,906.30 As 舗装  

区 12-3 号 12 623 7,907.35 As 舗装  

区 12-3 号 道路付帯地 － － 86.81 As 舗装  

区 12-4 号 12 213 2,639.35 As 舗装  

区 12-5 号 12 232 3,071.99 As 舗装  

区 8-3 号 8 278 2,218.53 As 舗装  

区 8-4 号 8 122 979.98 As 舗装  

区 6-2 号 6 102 623.29 As 舗装  

区 6-3 号 6 102 623.26 As 舗装  

区 6-4 号 6 112 683.33 As 舗装  

区 6-5 号 6 102 458.79 As 舗装  

小  計 － 3,724 51,556.69   

特
殊
道
路 

歩 4-1 号 4 36 143.31 As 舗装  

歩 4-2 号 4 43 173.31 As 舗装  

歩 4-3 号 4 27 109.27 As 舗装  

小  計 － 106 425.89   

道  路  計 － 4,431 62,447.36  
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区分 
道路
種別 

形状寸法 
整備計画 摘要 幅員 

(ｍ) 
延長 
(ｍ) 

面積 
(㎡) 

公
園 

公園① － － 14,000.02 整地・植栽・遊具等 
調整池機

能を有す

る 

公園② － － 2,479.76 整地・植栽・遊具等  

公園③ － － 2,422.03 整地・植栽・遊具等  

公  園  計 － － 18,901.81  
 

合     計 － 4,431 81,349.17  
 

 
（７）土地区画整理法第 2 条第 2 項に規定する事業の概要 

（イ）上水道 

上水道は、既存施設と整合を図る計画とし、神奈川県企業庁水道局より給水を受け、これに要す

る費用を負担する。 

 

（ロ）下水道 

下水道は、既存公共下水道との整合を図る計画とし、これに要する費用を負担する。 

 

（ハ）ガス 

ガスは、都市ガスによる供給を受け、これに要する費用を負担する。 

 

（二）ＪＲ東日本東海道本線新駅 

ＪＲ東日本東海道本線新駅の設置に要する費用の一部を負担する。 

 

２ 設計図 

別添「設計図」（縮尺 1/1,000）のとおり。 

 

第４ 事業施行期間 

自 令和   年  月   日（事業計画認可公告の日） 

至 令和 21 年３月 31 日（清算期間を含む） 
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第５ 資金計画書 

１ 収入 

（村岡・深沢地区） 

区    分 金   額 摘   要 

補 助 金 

国 費 5,195,500 
道路事業：3,437,000×1/2＝1,718,500 千円 

都市再生：6,954,000×1/2＝3,477,000 千円 

市 費 5,195,500 
道路事業：3,437,000×1/2＝1,718,500 千円 

都市再生：6,954,000×1/2＝3,477,000 千円 

保 留 地 処 分 金 24,089,686  

市 負 担 金 12,703  

合    計 34,493,389  

 

（うち村岡工区） 

区    分 金   額 摘   要 

補 助 金 

国 費 1,251,000 
道路事業：1,860,000×1/2＝930,000 千円 
都市再生：642,000×1/2＝321,000 千円 

藤 沢 市 費 1,251,000 
道路事業：1,860,000×1/2＝930,000 千円 

都市再生：642,000×1/2＝321,000 千円 

保 留 地 処 分 金 5,671,286  

藤 沢 市 負 担 金 2,468  

合    計 8,175,754  

 

（うち深沢工区） 

区   分 金   額 摘   要 

補 助 金 

国 費 3,944,500 
道路事業：1,577,000×1/2＝788,500 千円  

都市再生：6,312,000×1/2＝3,156,000 千円 

鎌 倉 市 費 3,944,500 
道路事業：1,577,000×1/2＝788,500 千円  

都市再生：6,312,000×1/2＝3,156,000 千円 

保 留 地 処 分 金 18,418,400  

鎌 倉 市 負 担 金 10,235  

合    計 26,317,635  

 
  

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）
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２ 支出 

（村岡・深沢地区） 

事     項 単 位 事 業 量 事 業 費 摘          要 

公
共
施
設
整
備
費 

築
造 

道
路
築
造
費 

駅 前 広 場 ㎡ 11,698.56 356,039  

幹 線 道 路 ｍ 998 452,144  

区 画 道 路 ｍ 4,221 1,159,838  

歩 行 者 専 用 道 路 ｍ 138 16,251  

電 線 共 同 溝 式 1 1,543,084  

公 園 ・ 緑 地 施 設 費 ㎡ 21,878.32 199,650  

調 整 池 式 1 1,658,247  

計 
 

― 5,385,253  

移
転 

建 物 移 転 費 棟 73 6,141,017  

工 作 物 移 転 費 式 1 51,742  

計 
 

― 6,192,759  

移
設 

電 柱 本 121 72,248  

上 水 道 ｍ 698 25,843  

下 水 道 ｍ 1,280 214,098  

ガ ス ｍ 956 46,905  

Ｎ Ｔ Ｔ ケ ー ブ ル ｍ 460 65,732  

計 
 

― 424,826  

法
第
２
条
第
２
項 

該
当
事
業
費 

上 水 道 ｍ 6,185 487,730  

下 水 道 ( 雨 水 ) ｍ 4,136 1,362,460  

下 水 道 ( 汚 水 ) ｍ 8,043 1,024,653  

ガ ス ｍ 5,453 157,068  

新 駅 式 1 3,700,000  

計  ― 6,731,911  

整 地 費 式 1 1,632,969  

工 事 雑 費 式 1 3,713,638  

調 査 設 計 費 式 1 4,322,371  

工 事 費 計 
 

― 28,403,727  

損 失 補 償 費 式 1 1,148,662  

計  ― 29,552,389  

借 入 金 利 子 式 1 1,141,000  

計  ― 30,693,389  

事 務 費 式 1 3,800,000  

合   計  ― 34,493,389  

  

（単位：千円）
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（うち村岡工区） 

事    項 単位 事業量 事業費 摘          要 

公
共
施
設
整
備
費 

築
造 

道
路
築
造
費 

駅 前 広 場 ㎡ 11,113.84 342,898  

幹 線 道 路 ｍ 397 144,874  

区 画 道 路 ｍ 497 63,122  

歩 行 者 専 用 道 路 ｍ 32 8,996  

電 線 共 同 溝 式 1 509,832  

公 園 ・ 緑 地 施 設 費 ㎡ 2,976.51 75,020  

調 整 池 式 1 893,177  

計 
 

 2,037,919  

移
転 

建 物 移 転 費 棟 7 1,541,460  

工 作 物 移 転 費 式 1 49,000  

計 
 

 1,590,460  

移
設 

電 柱 本 20 10,400  

上 水 道 ｍ ― ― ― 

下 水 道 ｍ 583 117,979  

ガ ス ｍ 159 13,915  

Ｎ Ｔ Ｔ ケ ー ブ ル ｍ ― ― ― 

計 
 

― 142,294  

法
第
２
条
第
２
項 

該
当
事
業
費 

上 水 道 ｍ 1,500 113,271  

下 水 道 ( 雨 水 ) ｍ 1,146 155,839  

下 水 道 ( 汚 水 ) ｍ 1,510 353,722  

ガ ス ｍ 1,131 22,222  

計  ― 645,054  

整 地 費 式 1 708,094  

工 事 雑 費 式 1 768,165  

調 査 設 計 費 式 1 1,316,000  

工 事 費 計 
 

 7,207,986  

損 失 補 償 費 式 1 40,768  

計  ― 7,248,754  

借 入 金 利 子 式 1 247,000  

計   7,495,754  

事 務 費 式 1 680,000  

合     計  ― 8,175,754  
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（うち深沢工区） 

事    項 単位 事業量 事業費 摘          要 

公
共
施
設
整
備
費 

築
造 

道
路
築
造
費 

駅 前 広 場 ㎡ 584.72 13,141  

幹 線 道 路 ｍ 601 307,270  

区 画 道 路 ｍ 3,724 1,096,716  

歩 行 者 専 用 道 路 ｍ 106 7,255  

電 線 共 同 溝 式 1 1,033,252  

公 園 ・ 緑 地 施 設 費 ㎡ 18,901.81 124,630  

調 整 池 式 1 765,070  

計 
 

― 3,347,334  

移
転 

建 物 移 転 費 棟 66 4,599,557  

工 作 物 移 転 費 式 1 2,742  

計 
 

― 4,602,299  

移
設 

電 柱 本 101 61,848  

上 水 道 ｍ 698 25,843  

下 水 道 ｍ 697 96,119  

ガ ス ｍ 797 32,990  

Ｎ Ｔ Ｔ ケ ー ブ ル ｍ 460 65,732  

計 
 

― 282,532  

法
第
２
条
第
２
項 

該
当
事
業
費 

上 水 道 ｍ 4,685 374,459  

下 水 道 ( 雨 水 ) ｍ 2,990 1,206,621  

下 水 道 ( 汚 水 ) ｍ 6,533 670,931  

ガ ス ｍ 4,322 134,846  

新 駅 式 1 3,700,000  

計  ― 6,086,857  

整 地 費 式 1 924,875  

工 事 雑 費 式 1 2,945,473  

調 査 設 計 費 式 1 3,006,371  

工 事 費 計 
 

― 21,195,741  

損 失 補 償 費 式 1 1,107,894  

計  ― 22,303,635  

借 入 金 利 子 式 1 894,000  

計  ― 23,197,635  

事 務 費 式 1 3,120,000  

合     計  ― 26,317,635  
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４ 別途事業 

事 業 名 称  事 業 主 体  事 業 費  摘 要  

村岡新駅自由通路 藤 沢 市  未  定   

 

第６ 参考図書 

１ 施行規程 

別添のとおり 

２ 現況図（イ）（ロ）（ハ） 

別添のとおり 

３ 市街化予想図 

別添のとおり 
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